
Ｄ 1 ※金融商品間の損益通算の範囲拡大に向けた必要な税制上の措置
〔個人住民税〕

Ｅ 2 ※試験研究等を目的とする独立行政法人への寄付金に係る指定寄
付金制度の創設　〔法人住民税、事業税〕

平成22年度税制改正要望項目一覧（地方税）

【財務省】

　　注）※は複数の府省庁による共管項目である。


